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世界最高水準の最先端の知と独自技術を結集・融合した
京都次世代エネルギーシステム創造戦略

地域イノベーション戦略
　京都には、最先端の研究を行う大学と独自技術をもつ企業が集積し、これが強みとなっています。基礎研究から事業化
までを目指す京都モデルを構築し、世界から研究者が集まり、継続的にイノベーションを創出する地域を目指します。科学
技術の活用による世界最高水準の知と独自技術の結集・融合を多様なコーディネータ人材がチームとして組織力を発揮す
る中で実現し、グリーン分野、ライフ分野など異分野融合を実現するシステムを構築します。

●国際競争力強化地域（平成25年～29年度）

京都科学技術
イノベーション創出地域

参画機関（太字はプログラム実施機関）
産… 京都商工会議所、京都工業会
 京都府中小企業団体中央会
学… 京都大学、京都工芸繊維大学、同志社大学
官… 京都府、京都市、京都産業21
 京都高度技術研究所
金… 京都銀行、京都信用金庫、京都中央信用金庫

http://www.astem.or.jp/

　京都大学、京都工芸繊維大学、同志社大学に国内外から延べ12名の研究者を招へいし、研
究者、地域連携コーディネータ、総合調整機関ASTEMが一丸となって、8つのテーマに取り組
み、継続的な研究開発と企業との協働を目指しました。また、産学連携に従事するコーディ
ネータ人材育成に注力し、イノベーションエコシステムの形成・高度化を支えました。
　その中で、京都大学ではベンチャーが誕生し、京都工芸繊維大学では地域科学技術実証拠
点整備事業が採択されるなど、新たな流れを確立しました。

【代表的な成果】
1. 地方創生の観点からのパワーエレクトロニクスへの期待
　地域科学技術振興の地方創生における期待は大きく、そのためには、最長でも10年後の市
場、短期では5年後の市場規模の拡大を目指すことが求められています。このため、喫緊の取
組として、外部評価委員会でも指摘のあった大学の研究と企業の研究との媒介を担う拠点の
整備を目指すこととしました。具体的には、パワーエレクトロニクスの分野において、文部科学
省平成28年度補正予算「地域科学技術実証拠点整備事業」へ提案を行いました。（テーマ名：
「超スマート社会のインフラとしてのエネルギーインターネット」提案者：京都工芸繊維大学、
京都市　事業額：3億円）
　同提案は、平成28年12月に採択され、科学技術による地方創生のための拠点として、平成
30年3月末に整備が完了しました。この拠点では、日本型の技術開発力向上のモデルケースと
して地元中小企業との連携も動き出しています。この地域科学技術実証拠点の構想と提案は、
本事業の研究を基礎にしたものであり、事業終了後の自立的な運営の道筋を立てることができ
た大きな成果となりました。

2. 京都大学発ベンチャーの設立
　京都大学北川進研究室のシーズである多孔性配位高分子(PCP)は、通常粉末であり、これま
では気体分離は、基本的に「粉末試料」を用いたものが主でした。近年、PCP粉末を高分子材
料に分散しフィルム化する検討が盛んになってきています。研究テーマ「拡散・透過性に優れた
二酸化炭素分離・精製材料の開発」においては、PCPの考え方を基にして構造そのものの変更
を検討し、二酸化炭素の透過速度、選択性に優れる分離膜の作成を目標としました。その結果、
PCPの細孔構造の最小単位である一個のケージ状化合物(MOP)に着目し、MOP表面からモ
ノマーを重合させ、画期的なMOP/高分子複合体を得ること、及び膜化に成功しました。さら
に本MOP/高分子複合体の大量合成を可能にする技術開発にも成功しました。
　革新的新規材料の事業化のためには、企業ニーズに対応する単位の材料提供が必要となっ
てきます。このため、本プロジェクトの活動からコスト競争力を高めたPCP製造方法の開発を
事業目的に、副グループリーダーが創業者となり、京都大学発ベンチャー企業Atomis（旧社名
MaSaKa-NeXT）が誕生しました。現在はPCPの量産化技術開発を主な事業として活動を展
開しています。

　京都で材料からデバイスへと産業化に成功したパワーデバイスの応用を目的とする研究テーマでは、「地域科学技術実証拠点」が核となり、
地域中小企業を巻き込んで、回路、実装に必要なアプリケーション開発の分野に切り込み、新しい流れを確立しました。多孔性配位高分子や元
素間融合に代表される新規物質については、多種多様なシーズの中から企業ニーズに沿ったシーズを選別し、展開すべきフィールドを確定、特許
も取得しました。今後は、引き続き企業の関心が得られるよう競争的資金の獲得などにより資金源を確保し、研究を持続させていきます。
　革新的な新材料での最終目標である事業化では、「二酸化炭素の物質変換」が平成27年12月のCOP21「パリ協定」の実現に貢献でき、社会
へ大きなインパクトを与えることが期待できるものです。しかしながら、2050年（平成62年）をゴールとする息の長い取組でもあり、切れ目のな
い継続的なイノベーションを持続させるために、引き続きこれまで取り組んできた全てのテーマにおいて、2020年（平成32年）、2030年（平成
42年）、2040年（平成52年）と節目ごとの達成目標を明確化する取組を進めていきます。

本事業の研究成果事例
事業成果

自立化に向けた取組

革新的ながん診療技術の開発と地域企業の
医療健康産業参入支援による医療健康産業クラスターの形成

地域イノベーション戦略
　静岡がんセンターを中心に、地域内外の機関と連携して世界レベルの研究開発を実施することで、世界のがん医療の発展に貢
献することを最終目標に掲げました。この目標を達成するため産学官金の連携による創薬研究をはじめ、地域企業が医療現場の
ニーズに応える製品や医療機器メーカーの求める部品・部材等を開発し、国内外に販路を広げることで医療健康産業分野への参
入を促進しました。現在も、富士山麓地域に医療関連企業の技術力を集積し、医療健康産業クラスターの形成を図っています。

●国際競争力強化地域（平成25年～29年度）

富士山麓ファルマバレー
戦略推進地域

参画機関（太字はプログラム実施機関）
産… 静岡県東部地域の商工会議所、商工会、中小企業
 団体中央会、ほか
学… 国立遺伝学研究所、沼津工業高等専門学校、ほか
官… 静岡県、静岡がんセンター、静岡県東部12市町、
 静岡県産業振興財団ファルマバレーセンター　ほか
金… 静岡・スルガ・清水・静岡中央銀行、三島・沼津・
 富士・富士宮信用金庫、ほか

http://www.fuji-pvc.jp/

　富士山麓地域の豊富にあるリソースを活用し、創薬研究、医療機器開
発に関する支援に取組みました。その結果、産学連携コンソーシアムに
よる製剤技術の確立をはじめ、臨床現場ニーズの商品化や地域企業の
医療機器製造分野への新規参入など、出口戦略に重点を置いたサポー
ト体制で着実に成果を上げることが出来ました。

【代表的な成果】
1. コンソーシアム構築による新規製剤技術の創出
　静岡県立大学とリコーの2者でリコー社独自のトナー製造技術である
Fine Droplet Drying（FDD技術） を、医薬品製剤技術として応用す
る研究開発に取組みました。免疫抑制剤で知られているシクロスポリン
Aなど、難水溶性医薬品の生物薬剤学的特性の向上を見出して、特許を
共同出願しています。
　現在、本研究は国内外の複数の大手製薬企業との間で共同研究が進
行しています。それぞれで具体的にターゲットを定めて、FDD技術を利用
した製剤開発研究が進められ、研究テーマの中には、この技術を利用し
た製剤開発で、医師主導型研究を目指した事業化研究も含まれています。
このテーマはAMEDの研究に採択され、大手製薬企業の製品を用いた
研究開発が始っています。
　なお、リコー社はヘルスケア分野で将来的には年間500億円の事業化
を目標としています。

2.放射線治療用、カテーテル治療用補助具の開発・製品化・販路開拓
（1）放射線治療の治療計画立案時に治療範囲をCT画面に表示する「マー
カー」を開発・製品化しました。従来、CTに映るチューブなどをテープ
で留めていましたが、固く作業が大変でした。シリコーンゴム製の粘着
部を有する二層構造の柔らかいひも状のマーカーを開発し、肌に容易
に装置着が可能になりました。現場での使用、販売が進んでいます。

（2）放射線治療用の「3Dボーラス」を開発しました。皮膚表面や皮膚に近
い部分のガンの放射線治療は、従来、シート状のボーラスを体表に乗せ
ているため顔や胸など隙間が空いて、放射線照射強度の最適化が困難
でした。このため、患者の治療計画に基づき、CT画像から製作するオー
ダーメイドの3D(立体形状)ボーラスを開発し、最適な照射を可能にしま
した。臨床試験終了も近く、本格的な製品化・販売が見込まれています。

（3）平成29年度に製品化した心臓用カテーテル腕固定クッションの販路開
拓支援を行っています。全国の専門的学会、研究会での発表や展示によ
る医療従事者への認知向上、各種展示会での医療関係者への知名度向
上、販社への交渉などを実行・支援した結果、使用実績も増え、全国販
売への展開が進んでいます。

平成28年9月1日、医療健康分野の企業等による研究開発、地域企業の同分野への新規参入促進及び事業拡大を図るため、静岡県医療健康
産業研究開発センターが開所しています。隣接する県立静岡がんセンターの臨床現場ニーズを地域企業等と共同開発・製品化すると共に、
地域イノベーション事業で手掛けてきた開発テーマを継続支援する拠点となっています。このため創薬系及び医療機器系のコーディネータ4
名が引続きこれら事業の進捗管理等を行っています。また、これまで開発・商品化してきた医療機器等の成果品の約1/3が、介護福祉関連機
器としても利用が可能なため、健康寿命延伸と自立支援をもう一つの柱とするコンソーシアムの構築にも取組んでいます。

1. 新規製剤技術創出（FDD 技術で均一に近い粒径が出来る。）

2. ①放射線治療用マーカー（肌に容易に装置着が可能）

2. ②放射線治療用ボーラス（隙間なく頭部全体を覆っている。）

2. ③心臓用カテーテル腕固定クッション

出口戦略に重点を置いた
支援体制の取組み成果

事業成果

自立化に向けた取組

20190123修正済み20190123修正ナシ

地域科学技術実証拠点施設
京都工芸繊維大学　電波暗室内部

1. 地方創生の観点からの
パワーエレクトロニクスへの期待

2. 京都大学発ベンチャーの設立

Atomis　京都市内のインキュベーション施設にて

Atomisで大量合成したPCP 材料
（粉末状、ペレット状）


